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は じ め に 

 

 国立大学の法人化は、大学の自主性と自律性を拡げるために実施された大学改革の一つ

であり、監事制度も、そのために設けられた国立大学法人における機能の一つである。国

立大学法人京都大学監事監査規程において、監事監査は、「本学の業務について適正かつ効

率的な運営に資することを目的」とし、また、監事は、「公正不偏な立場で適切に監査を実

施することにより、本学の掲げる理念・目的が達成できるよう努めなければならない」と

基本的姿勢を定めている。ここで大学の業務とは、教育、研究活動とともに、それを支援

する活動など大学運営全般にわたる活動であり、監査は、こうした大学の活動について国

民や社会に対して説明責任（アカウンタビリティ）を果たす機能の一つとしての役割を持

っている。また、適法性や効率性と共に、本学が掲げる理念や目標・計画からみて業務、

会計について総長に対して監査報告の提出や意見を述べる役割がある。 
このため、今年度の監事監査のうち臨時監査は、国立大学法人京都大学が掲げる中期計

画、平成１６年度計画に記載されている項目のうち、（１）学生支援、（２）業務改善、（３）

安全衛生管理をテーマに選択して実施した。監査対象業務は、あらかじめ実施した実地訪

問予備調査及び平成１４年度に実施された学生支援・学生サービスに関する京都大学自己

点検・評価報告書Ⅳの中から改善の必要性の高いと考えられる業務について実施した。 
京都大学の業務は内容、活動地域共に広範囲に及ぶが、今回の臨時監査の対象にしたの

はそのごく一部であることはいうまでもない。今年度は、国立大学法人京都大学において、

こうした新たな監事監査を実施する初年度であり、実施に当たっては戸惑いがあったもの

の、先例のないことを幸いにして、監査業務の一つのパターンを試行・実施し、監査目的

を達成するために作業を進めた。 
 

本報告書は、監事監査規程に基づき実施した臨時監査の結果とそれに基づく監事の意見

を取りまとめたものである。監事監査に当たっては、監査対象部局のご協力と監事監査対

応プロジェクトチームの尽力によるところが大きい。改めてお礼を申し上げたい。 
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監査対象部局等

の選定 

図１ 監査の実施手順 

監査対象部局等の

選定 

事前アンケートと 
関係資料の提出依頼 

実地訪問調査 

調査時におけるヒア

リング内容の確認 

監査報告書の作成 

Ⅰ 臨時監査の概要 

１．監事監査の目的 

 本学の理念、目標を達成する観点に立って、本学の業務の適正かつ効率的な運営に資す

るために監査を実施した。 
 
２．臨時監査項目 

上記の目的を達成するために平成１６年度の監事監査計画に基づき臨時監査として次の

諸点について実施した。 
（１） 教育、学生に対する支援体制等について 
（２） 業務運営の改善・効率化について 
（３） 労働安全衛生管理体制の整備状況等について 
これらの項目は、いずれも国立大学法人京都大学の中期目標・中期計画及び平成１６年

度年度計画に記載されている項目である。京都大学の業務は、内容、活動地域ともに広範

囲に及ぶが、事前に実施したほぼ全部局に対する実地予備調査によって改善の必要性が高

いと判断した項目から選択したものである。すなわち業務のあり方について次の三つの視

点に立って、具体的な業務について監査項目を選定した。 
（１）学生の視点に立った業務のあり方 
（２）効率化の視点から見た業務のあり方 
（３）安全・危機管理の視点に立った業務のあり方 

 
３．実施方法 

図１に示すように、次の手順で臨時監査を実施した。 
（１）臨時監査の第１ステップとして、平成１６年度計画       

に記載されている項目のうち、監査項目に関連する業務を担

当する対象部局等を選定し、事前アンケートを実施し、合わ

せて関連資料の提出を求めた。なお、監査対象部局について

は、部局の特性を考慮して当初計画から一部変更した。（提出

締め切り平成１６年１１月３０日） 
（２）第２ステップとして、アンケート結果等を基に、監事

を含む監査員が対象部局等を訪問し、実地に現状、課題等に

ついて業務担当者に１～２時間のヒアリングを実施した。（平

成１６年１２月７日～平成１７年１月２４日） 
（３）監査報告の作成に際して、聴取した内容の当否につい

て確認と監事業務の実施状況について評価、コメントを依頼

した。 
 

４．臨時監査に基づく監事意見（まとめ） 

 臨時監査を実施した教育、学生支援、業務改善、労働安全衛生管理の項目ごとに、監査

結果とそれに基づく意見をⅡ以下に詳述するが、改善の必要な業務について監事意見の項

目を整理して一覧にしてまとめると次のようになる。 
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２００５年３月 

監事監査（臨時監査）に基づく主な意見 

 

臨時監査に基づく主な意見は次の項目である。 

提言１ 学生の視点に立った学生支援業務の充実・強化 

（１） 学生の要望を取り入れ、大学運営への参加意識を持てる仕組みの実現 

（２） 就業体験、生活支援のために学生のキャンパス内雇用を促進 

（３） 先行事例をもとに教務事務に関する情報化の全学的促進 

（４） 自習室、学寮、課外活動施設の整備等の学生支援のための優先的な投資 

（５） 事務組織の再編による学生支援センター等の設置 

 

提言２ 本部機能の見直しと部局事務機能の強化 

（１） 本部事務を自律的大学経営にふさわしい機能に再編し、本部及び部局で実施し

ている定型業務は、事務センター等を設置して集約化、部局事務は、部局運営

を支える企画・立案機能の強化 

（２） ベンチマークを導入すると共に、事務職員の戦略的、重点的な再配置を実現 

（３） 環境安全衛生機構等の全学支援機構における事務機能の整備 

（４） 業務におけるＰＤＣＡサイクルの組織的実現のために、内部監査機能の充実 

 

提言３ 実効性のある労働安全衛生管理の実施 

（１） 安全管理業務の実施とチェック体制の整備 

（２） 安全管理業務の成果評価と表彰制度の導入 
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Ⅱ 教育、学生に対する支援体制等について 

１． 図書館機能における支援体制 

１．１ 対象部局等 

図書館における学生支援サービスについて全学レベルとして附属図書館、部局レベルと

して法学研究科、全学・部局両レベルの側面を持つ人間・環境学研究科を選び、対象部局

とした。 
 

１．２ 監査項目 

（１）図書を購入する際の学生のニーズの反映について 
（２）図書、学術雑誌、視聴覚資料等の全学的・系統的な整備及びその有効活用について 
（３）教育課程の実現にふさわしい図書館や語学学習施設の整備及びその有効活用につい

て 
（４）図書館の開閉時間など利便性を高める施策について 
（５）学習図書館を始めとする学部学生の自学自習スペースの整備について 
（６）身体に障害のある学生に支障のない学習環境の整備について 
（７）学生が快適に勉学に勤しむ環境の整備について 
（８）社会人学生、留学生等、多様な学生に対応した、柔軟できめ細かな学習支援体制の

構築について 
（９）その他 
 
１．３ 監査結果と意見 

（１）学生の要望を取り入れ、参加意識を持てる仕組みの実現 

学生の視点に立って図書館業務の現状を監査したが、附属図書館、監査した部局図書館・

室ともに学生の希望や利用に配慮した仕組みとなっている。しかしながら、学生の要望に

基づく図書の購入実績は、学生からの要望が少ないことや予算の制約などから十分ではな

い。学生からの要望が少ないのは、要望を採り入れる仕組みとそれに基づく対応結果が学

生に十分知らされていないこともその一因と考えられるので、活用方法をＰＲする必要が

ある。これによって学生が大学運営に参加している意識を持てる効果も期待できる。 
（２）自習室の整備 

学生の図書館（室）を利用する目的が、図書の閲覧だけでなく、自習するスペースが不

足していることから自習室として利用されている実態がある。特に学部学生、文系大学院

生が自習スペースを確保するために、附属図書館の開館前から行列して待つ状況も生じて

いる。吉田キャンパスで学生用の自習スペースを確保することは、建物配置や予算上から

も簡単ではないが、学生のための施設整備、予算については全学的な予算を検討する際に

は優先順位を上げるべきである。 
（３）図書館機構の設立と教育図書の整備 

 学内にある図書館（室）は現在、部局ごとに独立して運営されているが、それらを連携

するために図書館機構の設立準備がなされている。学生の教育支援の観点からの教育用図

書整備、自習スペースの維持・提供、図書館職員の資質の向上なども、その役割に加えて

検討するべきである。 
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（４）窓口業務の見直し 

 窓口業務を担当する職員数は、利用者数や貸し出し回数等を基に見直すことが必要であ

る。図書検索がシステム化されて来ているので、盗難防止システムと連動した自動貸し出

しシステム（人・環図書館で導入済み）を他の部局図書館（室）でも導入することが考え

られる。 
 
２． 情報ネットワーク機能における支援体制 

２．１ 対象部局等 

 学内の情報機能におけるハード、ソフト面からの学生支援体制を監査するために学術情

報メディアセンター、学生部、情報環境部を対象に実施した。 
 
２．２ 監査項目 

（１）教育内容に応じた情報機器、情報ネットワークの導入及び活用について 
（２）教育課程の実現にふさわしい情報処理学習施設の整備及び有効活用について 
（３）情報ネットワークを活用した授業情報通知システム、遠隔講義システム、自学自習

システムの整備拡充について 
（４）情報技術を活用した教科書や実験書等のメディア教材の開発及びこれらを利用した

効果的な学習指導方法に関する研究について 
（５）遠隔講義・討論システム等の積極的な導入について 
（６）学生に対する情報セキュリティに関する教育、啓発について 
（７）その他 
 
２．３ 監査結果と意見 

（１）情報業務（情報セキュリティ、ソフト開発等）に関わる要員確保・育成 

情報機器については、ネットワーク機能、端末機器ともに、高いレベルで整備されてい

るが、それを運用する上で、保守・維持管理をするための人員が十分ではない。特に、情

報セキュリティに係わることができる人材が不足している。平成１７年４月から個人情報

保護法が施行されるのに伴い、情報セキュリティの確保は一層強く求められる。情報環境

機構の設立を準備中であるが、その中で、情報に関するリスク管理、リスク統制のあり方

や情報機器の維持管理及びソフト開発に係わる人材の育成方法を検討する必要がある。ま

た、検討中のオープンコースウェアなど新構想の教育システムを実現するためには、ソフ

ト開発要員の充実が不可欠である。これまで語学分野で開発された学習ソフトであるＣＡ

ＬＬ教材などの成功経験を他の教育分野へ拡げることが求められる。現状ではこうしたソ

フトウェアの開発が研究として行われているため、研究期間の終了とともにその開発経験

者がいなくなっており、開発経験を継続・発展できる人材確保・育成ができる仕組みが求

められる。また現在、検討中の電子事務局を実現するためには、リスク管理に対する全学

的な理解と協力及び資源の集中的な投資が必要である。 
 

（２）情報保護のための内部統制、監査機能の整備 

業務の電子化、個人情報の安全確保など情報業務の拡大に伴い、情報に関する内部統制
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機能は、設置される情報環境機構の役割の中に情報セキュリティの教育、啓発とともに、

明示的に位置づける必要がある。また、その実施状況について監査する機能を情報環境機

構とは別に、内部監査室等を組織内に持つ必要がある。 
 
３． 教務事務機能における支援体制 

３．１ 対象部局等 

 全学共通教育と学部教育における教務事務の支援体制を監査するために高等教育研究開

発推進機構・共通教育推進部、経済学研究科及び農学研究科を対象に実施した。 
 
３．２ 監査項目 

（１）他学部の授業科目の履修、他大学との単位互換、編入学に配慮した事務手続きにつ

いて 
（２）学生に対する効果的な窓口機能について 
（３）その他 
 
３．３ 監査結果と意見 

（１）単位互換の促進等 

他大学との単位互換や編入学は、学部ごとに対応が異なっている。学部ごとに教育目標・

内容・特色が異なることからその対応に違いのあるのはある程度は理解できるが、履修希

望者に対して、その可否の理由を十分説明する必要があるのではなかろうか。学部間及び

国内外の他大学との交流を通じて異なった学習内容を互換し合うことは、学生にとって学

修の可能性を拡大するためにも意義が大きいと思われる。国内外の交流協定大学との間で

単位互換を制度として明示し、実施している学部は少なく、京都大学の基本理念として掲

げている地球社会における調和ある共存を教育として達成するためにも、国内外の交流協

定締結大学との単位互換を積極的に進めると共に、本学の講義を国内外の学生に可能な限

り公開する方策を検討する必要がある。 
（２）窓口業務の実態調査に基づく改善 

 京都大学自己点検・評価報告書Ⅳ（２００２）によると、学生が直接、接する窓口業務

に対する苦情が多いが、監査した部局では、意見箱、ＨＰへの意見メールの受付等の対応

が始まりつつある。しかし、担当者へのヒアリング調査では、窓口の業務量や学生からの

要望・苦情等について十分にその実態が把握できなかった。別途、学生に対する定期的な

実状調査や学生との懇談の場を設け、実態を把握して対応する必要がある。 
 窓口業務に対する職員の対応について、研修等を計画している部局（経済学研究科）も

見られるが、体系的な窓口研修やマニュアル化はなされていない。学生が直接、接する職

員の仕事ぶりは、学生にとっては、将来の仕事・職場を知るモデルでもあることを意識し

て改善に努めることが求められる。同時に、私学や銀行等のサービス窓口における応接方

法、研修方法等を学ぶ機会を全学的に提供することが必要である。 
 殆どの教務事務は部局の事務部（室）窓口で行われている。当然、業務量は、学年始め

や末に集中し、それぞれの部局で対応が工夫されているが、こうしたピーク時とそれ以外

の業務量について調査の上、柔軟な対応ができるような事務組織、要員配置の見直しが求
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められる。 
（３）教務事務に関する情報化の全学的促進 

全学共通教育については、入学時、２年次における学生アンケートや授業評価（試行）

が実施され、一般情報教育及び関連設備についても学生アンケートが実施されて、その結

果を積極的な教育改善へ取り入れようとする取り組みが行われている。専門講義科目につ

いては工学部で、ＦＤ活動の一環として、学生アンケートが実施されている。また、共通

教育については履修申請、シラバスや休講通知など新しい機能を持つ教務情報システム

（KULASIS クラシス）が開発、運用されている。すでに本システムは、専門教育科目と

の連携も一部始まっているが、こうした学内で機能しつつある学生からのフィードバック

のある教育システムと共に、全学的な共通教務システムへと発展させていくことによって

教育改善はもとより、学生支援、窓口業務、成績処理業務等の軽減や効率化が期待できる。 
休学、復学、住所変更等の学生の身上に関する手続は、部局事務室とともに奨学金の変

更手続きにも関係するため、学生部厚生課へも手続きをする必要がある。該当学生から見

れば、同じ手続きを二つの窓口で行うことになる。全学生のほぼ３分の１が奨学金の交付

を受けているが、こうした手続に係る業務量はさほど多くないので、上記の手続きは部局

窓口に一元化して、事務組織内で転送する仕組みを考える必要がある。 
（４）教育環境の整備、部局間格差の是正 

 先に実施した実地調査（平成１６年６月～８月）で指摘したように大学院重点化に伴っ

て大学院生が増加しているが、部局によっては大学院生用のスペースが狭隘なところがあ

り、学生にとって所属する研究科によって教育環境の格差が拡がっている。特に、文系研

究科、新設研究科や一部研究所内の大学院学生用のスペースが十分でないことから今後ど

のように整備するのかについて早急な対応が必要である。 
  
４．厚生補導機能における支援体制 

４．１ 対象部局等 

 学生に対する福利厚生に関する支援体制を全学レベル、部局レベルで監査するために高

等教育研究開発推進機構・共通教育推進部、経済学研究科、農学研究科、保健管理センタ

ー、カウンセリングセンター、学生部及び研究・国際部を対象に実施した。 
  
４．２ 監査項目 

（１）授業外での知識へのアクセス、自己学習への施設・設備面での支援体制について 

（２）体育会所属者以外の課外活動や健康増進のための支援、その他施設・設備面での支

援体制について 
（３）学生の就職等に係る事務的支援体制について 
（４）生活支援に関する学生ニーズの適切な把握について 
（５）留学生、障害者への相談・助言体制等の整備・機能状況について 
（６）その他 
 
４．３ 監査結果と意見 

（１）学生支援に関する業務組織の再編 
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厚生補導の業務は全学的には学生部を中心にして行われているが、組織的に複雑になっ

てきている。健康管理は保健管理センター、悩み相談はカウンセリングセンター、奨学金

申請について学部の１，２学年は学生部、３，４学年及び大学院生は部局事務部（室）、留

学生のうち私費留学生は部局事務、国費留学生は留学生課（研究・国際部）、留学生教育は

留学生センター及び部局の留学生担当教員、全学的な課外行事は学生部と分担して行われ

ている。また、外国人向け宿舎の管理は、研究・国際部の留学生課と国際交流課とに分か

れている。このように学生へのサービスの内容や対象学生の多様化に応じて、対応する窓

口も多様化してきたと思われる。 
一方で、現在検討されている国際交流推進機構へ留学生センターが加わり、カウンセリ

ングセンターと保健管理センターが環境安全保健機構に加わることが構想されており、対

象別から機能別に一元化した全学的な支援組織として運用できる体制ができつつある。し

かしながら、事務組織が現状のままだと新設される各機構と事務本部、部局事務との関係

が一層複雑になり、機構として一元的な活動ができるのか懸念がある。 
従って、現在、別途、検討が進められている事務体制等の見直し作業の中で、機構の業

務を効果的に行うために、各センターを担当している事務機能を機構事務部として一元化

するなど、効率的・効果的にその機能が実施できるように再編することが求められる。同

時に学生部の業務を全学的な学生支援の企画・運営を中心にした部門と学生支援を行う部

門とに組織を見直す必要がある。 
（２）キャンパス内の学生雇用等の学生支援策の拡充 

学生部の行っている経済的支援業務は、各種奨学金、授業料免除等が行われているが、

多くの学生が学外でアルバイト等を行っていることから、大学内において一定のルールの

下に学生を学内で雇用する機会を拡大し、生活支援と共に就業体験のできる方策を学内奨

学制度の拡充と共に検討する必要がある。 
（３）チューター制度の一元化と効果的運用 

留学生へのサポート体制としてチューター制度が導入されているが、その成果・効果が

十分検証されていない。国際交流推進機構の下でチューターを全学的に組織化し、研修等

を行うことが必要である。 
 
５．課外活動における支援機能 

５．１ 対象部局等 

 課外活動に関する支援体制を全学レベル、部局レベルで監査するために高等教育研究開

発推進機構・共通教育推進部、学生部を対象に実施した。 
 
５．２ 監査項目 

（１）課外活動施設・道具の整備・利用について 
（２）大学の監督下における課外活動の実施について 
（３）その他 
 
５．３ 監査結果と意見 

（１）厚生補導に関するビジョンの策定と学生参加の必要性 
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課外活動は、学生の自主的な活動であるから、大学としては施設及び財政からの支援が

中心になる。そのため学生部の業務が、学生の日常活動を追うことが中心になるのは理解

できるが、学生側からみて厚生補導に関する学寮等を含む施設整備計画や学内の奨学制度、

学生の学内雇用促進策等が見えるように、厚生補導のビジョンを示すことが大切ではない

か。これまでも有志学生との間で情報交換の場が持たれているが、全学生を対象にしたル

ールに則って選出された学生代表と協議をする場を設けて学生からの苦情や要望を聞くと

共に、それをできる限り計画に反映できる仕組み作りが必要である。これによって学生が

大学運営への参加意識を持てることが期待できる。その際、カリフォルニア大学各キャン

パスにおける学生の大学運営への参加形態は一つの参考例になる。過去の様々な経緯があ

ることを理解した上で、一般学生の声を聞き、それを業務に反映できるような仕組み作り

について学生部の企画力を期待したい。 
なお、課外活動への支援は学生部で行われているが、一部、吉田南キャンパスにおける

支援業務については、共通教育推進部との間の役割分担、経費負担が明確でない。 
 

６．学生支援施設・サービスの充実への計画的投資 

 上述したように教育、学生支援業務の充実するためには、学生図書、自習室の整備、教

育環境の改善、格差是正や先の実地調査（平成１６年６月～８月）で指摘した課外活動施

設・学生寮等の老朽化対策等について教育効果、安全性及び国際的な拠点大学を目指すた

めにも全学レベルで計画的に整備する必要がある。具体の実施に当たっては学生の意見、

要望を聞く必要があるが、まず大学としての計画を立案することが前提になるのではない

か。特にこうした教育用支援施設には外部民間資金の確保が難しいので全学的な財政処置

を検討する必要がある。たとえば学生負担金の何％かを学生支援施設の整備に充てるとい

ったことを決めることも一つの方法として考えられる。また、三つのキャンパス間の移動

を容易にするためにバスの運転頻度、運転時間の延長などについても、学生サービスの観

点から見直し、再検討を要する。 
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Ⅲ 業務運営の改善・効率化について 

大学業務を改善・効率化することは国立大学法人に求められる重要な課題であるが、主

として教育研究支援機能としての事務機能を対象に、 
（１）事務本部と部局事務部との役割分担 
（２）教員と事務職員の連携協力体制 
の二点について、今後の改善を促すために現状と課題を監査した。 
 
１．事務本部と部局事務部との役割分担 

１．１ 対象部局等 

 事務機能について全学レベル、部局レベルで監査するために事務本部の各部（総務部、

企画部、人事部、財務部、施設・環境部、学生部、研究・国際部、情報環境部、共通教育

推進部）と部局事務部として理学研究科等事務部を監査の対象とした。 
 
１．２ 監査項目 

（１）事務一元化について 
（２）部局への権限の委任について 
（３）今後の課題と解決策について 
（４）その他 
 
２．教員と事務職員の連携協力体制 

２．１ 対象部局等 

 事務機能における教員と事務職員の連携協力体制を全学レベル、部局レベルで監査する

ために事務本部の各部と部局事務部として宇治地区事務部を監査の対象とした。 
 
２．２ 監査項目 

（１）連携協力体制への取組状況について 
（２）今後の課題と解決策について 
  
３．監査結果と意見 

（１）事務本部と部局事務部の役割の見直しに基づく再編成 

事務本部と部局事務部の役割分担、教員と事務職員の連携の現状は、これまでの業務内

容の変化の積み重ねによってでき上がってきていたが、法人化に伴い、法人化前の業務の

見直しと共に法人としての大学内外における業務のあり方が見直されて、事務本部の組織

も新たな体制になった。その際、事務本部と部局事務部の役割分担について財務部等では、

新たな会計制度の構築に当たって部局への権限の委譲等の一部見直しが行われたが、多く

の部では、見直しは行われていない状況にある。 
事務本部の各部及び理系・共通教育等の一部の部局事務部についてヒアリングをしたが、

本部と部局の間で建物管理、補修の基準等が曖昧な点や施設担当の部署が部局にない（施

設・環境部）、簿記のできる職員が部局事務部に少ない（財務部）、社会連携が総務、学生、

研究・国際の各部に分散している（総務部）など具体的な課題の提起があった。また、法
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人化後の業務量が 1.5 ～２倍になっているとの指摘（理学研究科）もあった。 
各部局では、それぞれの部局内で事務業務の見直し、合わせて組織の再編を検討し始め

ているところがある（宇治地区事務部、人間・環境学研究科図書館）。しかし、その前提と

なる事務本部と部局事務部の役割分担を明確化する必要があると共に、職員の適正な再配

置による繁忙部局・部課の解消に努める必要がある。 
（２）事務本部は、大学経営支援機能に再編、本部及び部局の定型業務は集約化、部局事

務は部局運営支援へ 

 国立大学法人京都大学の中期計画、年度計画には、事務等の効率化、合理化に関する目

標達成のために、事務機構の再編について記述している。より具体的には、法人化前の京

都大学の将来像検討ＷＧ中間報告（平成１５年１１月１８日）では、事務組織のあり方、

役割・機能、人的資源の有効配置の観点から、部局運営業務、大学運営業務、定型的業務

について今後、検討すべき課題を具体的に提起している。現在、職員の人事制度改革検討

会では事務職員の人事について、また業務の見直しについては事務改革推進室が設置され

て検討が進められている。これらの作業は、具体的になるにつれて現実的な課題が生じる

ことが予想されるが、将来像検討ＷＧが提起した目標を実現できるように期待したい。本

部機能は、戦略的な意志決定支援や調査分析を通じた経営支援、部局運営支援、リスク対

応、内部監査等の機能として整理し、現在、本部、部局で行っている定型的な業務は、事

務センター等を設置して集約化・一元化、部局事務は、部局運営のための企画・立案機能

を強化する必要がある。自律的な大学運営・部局運営のためには教員、事務職員が連携し

て企画・立案する仕組みが一層求められる。それには、事務職員が大学運営へ参画する仕

組みの積極的な導入と共に、事務職員の参画意識の向上が求められる。 
 業務の効率化の視点から、各種委員会、ＷＧと審議過程が重層化するにつれて業務量が

増加してきており、審議過程の簡素化と見直しが求められる。 
（３）全学支援機構における事務機能の整備 

全学支援機構として環境安全保健機構、国際イノベーション機構、国際交流推進機構、

情報環境機構の設置が具体化しつつある。情報環境機構の業務が情報環境部において一元

的に実施されるように、各機構に関わるセンター等における事務機能を一元化して機構事

務部として再編することを検討する必要がある。例えば、環境安全保健機構は、６つのセ

ンターから構成されるが、各センターの事務は、理学研究科、医学研究科、施設・環境部、

学生部の各事務組織が担当し、本機構の事務機能として施設・環境部の一課に附属する安

全衛生管理室（仮称）が設置されることになっている。環境安全保健機構が、全学支援機

構として、機能的、効果的な仕組みとして活動するためには、現在、別途検討されている

業務改善のための事務組織の再編の中で、機構の事務機能について十分検討する必要があ

る。このことは、上記の将来像検討ＷＧ中間報告でも関係センターの事務を整理して、機

構としての事務組織を整備する必要性を指摘している。 
（４）統一処理の可能な書類業務の一元化処理 
 物品の購入、支払いは法人化とともに、財務会計システムで全学的に標準化された。給

与、旅費、人事業務等の一定の手続きで行われる事務は、各部局事務として行われている

が、利便性を考慮しつつ、工学研究科等事務部の再編に見られるように、複数部局間で一

元化して実施できる組織の検討を進める必要がある 
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（５）組織再編へのベンチマークの設定 

 事務組織の再編へ向けて事務改革推進室が設置され具体策が検討されつつある。大学事

務における業務の分析、業務量の算定等は、業務改善への出発点であるが、定量的な実態

把握は、算定方法や部局等で実施している業務の特性の違い等のために時間を要すること

が予想される。そのため部局事務職員の配置については、教員数、研究費（外部資金を含

む）、学生数、外部資金応募や国際会議、国際交流等の対外業務件数等を基にした具体的な

ベンチマークを設けることも一つの方法である。同様に、事務本部については、部局事務

との役割分担を見直した上で、大学運営コア業務と定型業務に区分けをして、定型業務に

ついては一元化、集約化し、場合によっては外注化も考えられる。 
（６）大学運営業務、部局運営業務、定型的業務におけるＰＤＣＡの組織的実現、特に内

部監査室（仮称）の設置の緊急性 
 大学運営業務、部局運営業務、定型的業務は、それぞれの業務において Plan（計画）、

Do（実行）、Check（検証）、Action（改善）を繰り返すことによって螺旋状に業務の改善

を向上させることが必要である。従って、事務組織の見直しに当たっては、現在の組織が、

こうした機能を十分発揮できるようなシステムであるかどうかに視点を置いて検討するべ

きである。本学の事務組織における内部統制は職制によって行われているが、計画、実行

の機能に比べて、検証と改善の機能が十分ではない。特に、内部監査機能はＰＤＣＡサイ

クルの中で Check 機能の一部として重要な要素でありながら、未だ十分な組織化がなされ

ていない。従来から会計業務や人事業務については監査が行われてきたが、大学の業務全

体からみれば、その一部であり、大学活動全体の効果的・合理的な実施のためには、業務

全体を内部的に監査する機能が不可欠である。内部監査室（仮称）の早急な整備が求めら

れる。 
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Ⅳ 労働安全衛生管理体制の整備状況等について 

１．対象部局等 

法人化に伴って労働安全衛生法が適用されることになり、法人化前には設備等の改善が

行われたが、その整備状況の確認と安全管理の運用状況を監査するために、施設・環境部、

理学研究科、工学研究科及び宇治地区の各研究所を対象に監査を実施した。 
    
２．監査項目  

   （１）労働安全衛生管理体制の整備状況等について 
   （２）安全衛生教育や管理計画の基本方針について 
   （３）定期巡視の状況、講じた措置等について 
   （４）衛生委員会の開催状況 
   （５）安全教育の実施状況 
   （６）安全衛生基準の作成状況 
   （７）その他、実施上の課題や要望 

 
３．監査結果と意見 

（１）安全衛生管理体制の整備・促進 
労働安全衛生法に基づく事業場ごとの安全管理体制は、事業場衛生委員会が開催される

など、活動が始まっている。安全衛生活動の本来の趣旨である職場の労働災害及び健康障

害の防止のためには、各職場における労働環境の日常的な把握と改善が求められる。桂事

業場、宇治事業場等では、定期巡視が行われ、労働環境の改善へ向けた努力がされている。

しかしながら、吉田事業場では、京都大学安全衛生管理規程第８条に規定されている部局

等ごとに置く衛生管理者が未定である部局等が一部あり、労働安全衛生法上の問題がある

わけでないが、衛生管理者を早急に選定し、安全衛生管理体制の充実を図る必要がある。 
（２）宇治事業場における安全管理体制の一元化 
宇治事業場内の４研究所を担当する統括衛生管理者が定められ、一元的な安全衛生管理

業務が実施されているが、宇治キャンパス内には、この他に農学研究科、エネルギー科学

研究科、工学研究科及び情報学研究科等の職場があり、規定上はそれぞれ所属する部局等

が安全管理を実施する体制になっている。しかしながら、これらの宇治地区における研究

科の殆どの職場は４研究所と同じ建物内にありながら管理体制が一元的でないのは実効上

からみても問題がある。各研究科から宇治事業場へ安全管理業務を委託するなどして宇治

キャンパス全体を一元的に安全管理のできる体制を作る必要がある。 
（３）有機溶媒の廃液処理と安全管理 
宇治事業場において発生する有機溶媒の廃液については、環境保全センターによる処理

が行われるが、一時保管のためプラスチック容器に入れたまま、日常的に研究活動を行う

実験室に保管されている。事故や災害時等のことを考えると早急に、保管場所、処理方法

を改善するべきである。 
（４）安全衛生管理規程の一部見直し 

京都大学安全衛生管理規程について、これまでの実施状況を踏まえてより効果的な安全

衛生管理を実現するために、一部見直しが必要である。例えば第２８条には安全衛生基準
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を定めることになっているが、安全衛生基準は法令や勧告・指針等によって定まっており、

これらを具体的に明示することなのか、またはこれを越えて本学独自に決めるのか、ある

いは法の定める安全衛生基準を達成するための手順書を作成するのか等について指摘があ

り（工学研究科）、本件について再検討をする必要がある。 
（５）安全管理業務の成果評価と表彰制度の導入 
本学に労働安全衛生法が適用された初年度であるが、整備された安全衛生管理体制にお

ける部局等のレベルの実施状況とそのフォローアップが必ずしも十分ではない。新たに発

足する予定の環境安全保健機構が全学支援機構として学内の実施状況をフォローアップし

ながら、先進的な部局等の実施事例・経験を他部局等へ拡げ、全学レベルで労働安全衛生

法の趣旨が機能するように活動することが期待される。その際、成果を挙げている部局に

対し表彰する制度等を導入し、インセンティブを与える方策を検討することも考えられる。 
 
 

お わ り に 

 
 本年度は、国立大学が法人化された初年度であり、大学内の業務は新しい仕組みへの過

渡的な年度である。特に監事業務は、法人化に伴って導入された業務で前例のないことか

ら今後の業務監査モデルを作るための試行の年と位置づけることとなった。 
 臨時監査として実施した学生支援、業務改善、安全衛生管理体制はいずれも全学的な課

題として、国立大学法人京都大学中期目標、中期計画及び年度計画に記載されている項目

であり、各担当理事の下で業務の実施、改善・改革が進行している。しかしながら、実地

に業務を調査すると当然のことながら進捗の程度に違いがあり、また新たな課題も生じて

いる。その具体については監査結果を意見として提起した。提起した意見は、窓口業務の

対応改善のように、職員のマインドを向上させることによって対応できると思われるもの

と、事務組織の再編のように、抜本的な対策を必要とする課題もある。 
 幸い京都大学では法人化前に、法人化後に改革するべき基本的な方向と課題について具

体的な提言がなされており、その基本的方向に沿いつつ、課題を解決していくことが求め

られる。その途上で今回の監事監査に基づく意見が大学業務の改善・改革に役立つことを

強く願っている。 
 
本臨時監査は、次の監事及び監事監査対応プロジェクトチームによって実施した。 

監事 原 潔、佐伯照道 
監事監査対応プロジェクトチーム 
 リーダー 山本昌博、金城正浩 
 サブリーダー 古田靖高、村田 穣、和田 薫 
        大柿泰章、鈴木晴治、村上春茂      （完） 

 


